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 （注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。 

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。 

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、希薄化効果を有している潜在株式が存在

しないため記載しておりません。 

  

 当第３四半期連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の連結子会社）が営む事業の内容について、重

要な変更はありません。また、主要な関係会社に異動はありません。 

 なお、セグメント情報において、「その他」に含めておりました注文住宅事業は、当第３四半期連結会計期間より

「注文住宅」として区分することに変更いたしました。詳細は、「第５ 経理の状況（セグメント情報等）」の

「４．報告セグメントの変更等に関する事項」をご参照ください。  

  

 当第３四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次 
第37期 

第３四半期 
連結累計期間 

第38期 
第３四半期 

連結累計期間 

第37期 
第３四半期 

連結会計期間 

第38期 
第３四半期 

連結会計期間 
第37期 

会計期間 
自平成21年４月１日

至平成21年12月31日

自平成22年４月１日

至平成22年12月31日

自平成21年10月１日

至平成21年12月31日

自平成22年10月１日 

至平成22年12月31日 

自平成21年４月１日

至平成22年３月31日

売上高 (千円)  35,924,461  41,573,838  13,148,646  14,265,593  48,614,537

経常利益 (千円)  1,893,496  2,237,673  737,006  868,147  2,118,520

四半期（当期）純利益 (千円)  1,117,675  1,178,268  437,860  506,391  1,237,762

純資産額 (千円) － －  15,045,895  15,919,700  15,051,801

総資産額 (千円) － －  49,621,343  52,674,142  50,362,063

１株当たり純資産額 (円) － －  468.84  496.15  469.02

１株当たり四半期（当

期）純利益金額 
(円)  34.93  36.82  13.68  15.83  38.68

潜在株式調整後１株当

たり四半期（当期）純

利益金額 

(円)  －  －  －  －  －

自己資本比率 (％) － －  30.2  30.1  29.8

営業活動によるキャッ

シュ・フロー 
(千円)  △1,340,097  △863,971 － －  446,388

投資活動によるキャッ

シュ・フロー 
(千円)  △63,712  △584,105 － －  △183,346

財務活動によるキャッ

シュ・フロー 
(千円)  182,759  101,776 － －  24,378

現金及び現金同等物の

四半期末（期末）残高 
(千円) － －  5,326,576  5,488,746  6,835,046

従業員数 (人) － －  366  378  361

２【事業の内容】

３【関係会社の状況】



  

(1）連結会社の状況 

 （注）１．従業員数は就業人員であり、臨時従業員数は［ ］内に当第３四半期連結会計期間の平均人員を外数で記載

しております。 

 ２．臨時従業員にはパートタイマーの従業員を含み、派遣社員を除いております。 

  

(2）提出会社の状況 

 （注）１．従業員数は就業人員（当社から社外への出向者を除く。）であり、臨時従業員数は［ ］内に当第３四半期

会計期間の平均人員を外数で記載しております。 

２．臨時従業員にはパートタイマーの従業員を含み、派遣社員を除いております。 

  

（1）販売実績（事業別連結売上高） 

 当第３四半期連結会計期間及び前第３四半期連結会計期間における販売実績をセグメントごとに示すと、次の

とおりであります。 

（注）１．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。  

２．住宅流通セグメントの「土地販売等」は、土地販売及び仲介手数料収入であります。  

３．当連結会計年度より、セグメントは「第５ 経理の状況（セグメント情報等）」に記載の報告セグメントに

基づいており、前第３四半期連結会計期間につきましても新区分に組み替えております。 

４【従業員の状況】

  平成22年12月31日現在

従業員数（人） 378  [440]

  平成22年12月31日現在

従業員数（人） 345  [306]

第２【事業の状況】

１【販売及び契約の状況】

セグメントの名称  

前第３四半期連結会計期間 
（自 平成21年10月１日 

至 平成21年12月31日） 

当第３四半期連結会計期間 
（自 平成22年10月１日 

至 平成22年12月31日） 

数量 金額（千円） 数量 金額（千円） 

分譲住宅  

自由設計住宅  戸 121  4,103,709 戸 168  5,755,117

土地販売 ㎡ 815  180,493 ㎡ －  －

  計 
戸 

㎡ 

121

815
 4,284,202

戸 

㎡ 

168

－
 5,755,117

住宅流通  

中古住宅  戸 218  3,458,870 戸 271  4,176,742

建売住宅  戸 44  1,108,986 戸 41  1,035,677

土地販売等  ㎡ 634  51,172 ㎡ 731  43,731

  計 
戸 

㎡ 

262

634
 4,619,029

戸 

㎡ 

312

731
 5,256,152

土地有効活用  

賃貸住宅等建築請負 －  2,080,755 －  1,072,612

個人投資家向け一棟売賃貸マンション  －  410,921 －  266,145

  計 －  2,491,676 －  1,338,758

賃貸及び管理 －  1,687,980 －  1,834,966

注文住宅 －  65,757 －  80,599

合計  
383戸 

1,449㎡
 13,148,646

480戸 

731㎡ 
 14,265,593



（2）契約実績（事業別販売契約実績） 

 当第３四半期連結会計期間及び前第３四半期連結会計期間における契約実績をセグメントごとに示すと、次の

とおりであります。  

（注）１．期中契約高に記載された金額は、期中契約高と期中解約高を純額表示しております。 

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

３．当連結会計年度より、セグメントは「第５ 経理の状況（セグメント情報等）」に記載の報告セグメントに

基づいており、前第３四半期連結会計期間につきましても新区分に組み替えております。 

 当第３四半期連結会計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。 

 また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。 

  

  

 当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。 
  

セグメントの名称 

前第３四半期連結会計期間 
（自 平成21年10月１日 

至 平成21年12月31日） 

当第３四半期連結会計期間 
（自 平成22年10月１日 

至 平成22年12月31日） 

期中契約高 期末契約残高 期中契約高 期末契約残高 

数量 金額（千円） 数量 金額（千円） 数量 金額（千円） 数量 金額（千円）

分譲住宅                 

自由設計住宅 139戸 5,128,242 401戸 13,089,063 197戸  7,122,196 694戸 22,846,931

土地販売 815㎡ 180,493 －㎡ － －㎡  － －㎡ －

  計  
139戸 
815㎡ 5,308,735

401戸
－㎡

13,089,063
197戸
－㎡

 7,122,196
694戸 
－㎡ 22,846,931

住宅流通                 

中古住宅 216戸 3,488,131 96戸 1,596,672 240戸  3,663,614 103戸 1,635,877

建売住宅  32戸 825,653 26戸 690,285 43戸  1,115,159 41戸 1,060,159

土地販売等 145㎡ 16,872 145㎡ 11,500 －㎡  8,431 －㎡ －

  計  
248戸 
145㎡ 4,330,657

122戸
145㎡

2,298,458
283戸
－㎡

 4,787,206
144戸 
－㎡ 2,696,036

土地有効活用                 

賃貸住宅等建築請負 － 1,135,939 － 7,848,010 －  1,865,755 － 7,078,194

個人投資家向け一棟売賃貸
マンション －  568,830 －  1,199,426 －  152,104 － 647,182

  計  － 1,704,770 － 9,047,437 －  2,017,860 － 7,725,377

注文住宅 － 70,229 － 27,229 －  69,289 － 109,629

合計 387戸 
960㎡ 

11,414,392
523戸
145㎡

24,462,187
480戸
－㎡

 13,996,552
838戸 
－㎡ 33,377,975

２【事業等のリスク】

３【経営上の重要な契約等】



 文中の将来に関する事項は、当四半期報告書提出日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）が判断した

ものであります。 

(1）業績の状況 

 当第３四半期連結会計期間におけるわが国経済は、政府の景気刺激策による消費の底上げ効果などを反映して一

部景気に明るさがみられたものの、不安定な為替水準や依然として続く所得・雇用情勢の厳しさから低価格志向が

続き、個人消費は本格回復に至らず、景気の先行きは不透明な状況で推移いたしました。 

 不動産業界におきましては、住宅ローン減税や住宅版エコポイント制度の新設の効果に加えて住宅価格調整の進

展により、住宅市場は低価格帯の物件を中心に堅調に推移いたしました。 

 当社グループ(当社及び連結子会社)におきましては、当連結会計年度は、「守りから攻めへ！」の中期経営計画

方針のもと、増収増益の業績数値目標を策定いたしました。当第３四半期連結会計期間におきましては、受注契約

高・連結売上高及び連結経常利益は、期初の業績予想並びに前年同期の業績を大きく上回る結果となりました。 

 なお、前第３四半期連結会計期間及び当第３四半期連結会計期間の実績は以下のとおりであります。 

 セグメントの業績は、次のとおりであります。 

※ 当連結会計年度よりマネジメント・アプローチに基づくセグメント情報の開示を行うこととなりました。従

来、不動産販売事業セグメント、土地有効活用事業セグメント、賃貸及び管理事業セグメント並びにその他事

業セグメントの４つの事業セグメントに区分しておりましたが、第１四半期連結会計期間より、分譲住宅セグ

メント、住宅流通セグメント、土地有効活用セグメント並びに賃貸及び管理セグメントの４つの報告セグメン

トに区分して記載いたしております。また、平成22年10月１日より、注文住宅事業及びリフォーム事業につい

て、今後、本格的に事業拡大する目的で営業組織を設けることになりました。このため、当第３四半期連結会

計期間より、報告セグメントとして新たに注文住宅事業セグメントを設けて合計５つの報告セグメントに区分

して記載することとしております。各報告セグメントの事業内容の詳細につきましては、「第５ 経理の状況

（セグメント情報等）」をご参照ください。なお、この変更により前年同四半期連結会計期間分につきまして

は、新区分に組み替えて対前年同四半期比を記載しております。  

 分譲住宅セグメントにおいては、顧客の住宅間取りや設備仕様に対する様々なニーズに対応した自由設計住宅の

販売が引き続き好調に推移し、当第３四半期連結会計期間の受注戸数は197戸（前年同期139戸）となり、受注契約

高は7,122百万円（前年同期比34.2％増）と前年同期に比べ大幅な増加となりました。当セグメントの売上高は

5,755百万円（前年同期比34.3％増）となり、セグメント利益は409百万円（前年同期比722.6％増）となりまし

た。 

 住宅流通セグメントにおいては、フジホームバンク大阪店の仕入・販売エリアの拡大、フジホームバンク泉北店

が岸和田市に移転し業績に寄与したこと等により、順調に業績を伸長させることができました。以上の結果、当セ

グメントの売上高は5,256百万円（前年同期比13.8％増）となりましたが、セグメント利益は311百万円（前年同期

比1.2％減）に留まりました。  

 土地有効活用セグメントにおいては、当第３四半期連結会計期間における売上高は1,338百万円（前年同期比

46.3％減）に留まりました。この結果、セグメント利益は180百万円（前年同期比60.8％減）となりました。  

 賃貸及び管理セグメントにおいては、主として土地有効活用事業にリンクした賃貸物件及び管理物件の取扱い件

数が増加しました。賃貸市場は引き続き厳しい状況となりましたが、稼働率の向上に注力したことにより稼働率は

前年同期に比べ改善傾向となりました。以上の結果、当セグメントの売上高は1,834百万円（前年同期比8.7％増）

となり、セグメント利益は127百万円（前年同期比55.0％増）となりました。  

 注文住宅セグメントにおいては、注文住宅・リフォーム事業に係る売上高は80百万円（前年同期比22.6％増）を

計上し、セグメント利益は3百万円（前年同期比77.4％減）となりました。  
  
 以上の結果、当第３四半期連結会計期間の業績は、受注契約高においては13,996百万円（前年同期比22.6％増）

と順調な結果となりました。当第３四半期連結会計期間における売上高は 百万円（前年同期比8.5％増）、

営業利益は 百万円（前年同期比14.2％増）、経常利益は 百万円（前年同期比17.8％増）、四半期純利益は

百万円（前年同期比15.7％増）を計上いたしました。  

４【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

    
前第３四半期 

連結会計期間 

当第３四半期 

連結会計期間 
増加率 

販 売 契 約 高  (百万円)    11,414    13,996   ％ 22.6

売 上 高  (百万円)  13,148  14,265   ％ 8.5

営 業 利 益  (百万円)  740  845   ％ 14.2

経 常 利 益  (百万円)  737  868   ％ 17.8

四半 期 純 利 益  (百万円)  437  506   ％ 15.7

14,265

845 868

506



(2）キャッシュ・フローの状況 

 当第３四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という）は、税金等調整前四半期純利

益870百万円を計上しましたが、たな卸資産の増加、有形固定資産の取得による支出及び借入金の純減少等の減少

要因によりまして、前連結会計年度末に比べ1,346百万円減少し、 百万円（前年同四半期末残高 百万

円）となりました。 

 当第３四半期連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 当第３四半期連結会計期間における営業活動による資金の減少は586百万円（前年同期比258.8％増）となりまし

た。これは主に、税金等調整前四半期純利益の獲得額870百万円及びたな卸資産の増加額1,723百万円等を反映した

ものであります。  

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 当第３四半期連結会計期間における投資活動による資金の減少は176百万円（前年同期比661.8％増）となりまし

た。これは主に、分譲住宅販売に係る販売センター等の有形固定資産の取得及び本社設備に係る支出による減少額

172百万円を反映したものであります。  

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 当第３四半期連結会計期間における財務活動による資金の増加は300百万円（前年同期は209百万円の減少）とな

りました。これは主に、短期借入金・長期借入金の純減少額466百万円及び社債の発行による収入992百万円等を反

映したものであります。  

(3）事業上及び財務上の対処すべき課題 

 当第３四半期連結会計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。 

  

(4）研究開発活動 

 該当事項はありません。 

  

(1）主要な設備の状況 

 当第３四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。  

  

(2）設備の新設、除却等の計画 

 当第３四半期連結会計期間において、前四半期連結会計期間末において計画中又は実施中の重要な設備の新設、

除却等について、重要な変更はありません。また、当第３四半期連結会計期間において、新たに確定した重要な設

備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画はありません。 

  

①【株式の総数】 

  

②【発行済株式】 

5,488 5,326

第３【設備の状況】

第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式  105,000,000

計  105,000,000

種類 
第３四半期会計期間末 

現在発行数（株） 
（平成22年12月31日） 

提出日現在発行数（株）
（平成23年２月10日） 

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名 

内容 

普通株式       36,849,912  36,849,912

大阪証券取引所 

東京証券取引所 

（各市場第一部） 

単元株式数 

100株 

計  36,849,912  36,849,912 － － 



  会社法に基づき発行した新株予約権は、次のとおりであります。 

   平成20年６月25日定時株主総会決議 

（注） 新株予約権の行使による株式発行については、平成21年６月９日の取締役会決議により自己株式を充当するこ

ととなったため、資本組入額は定めておりません。 

  

該当事項はありません。 

  

  

該当事項はありません。 

  

（２）【新株予約権等の状況】

  
第３四半期会計期間末現在 

（平成22年12月31日） 

新株予約権の数（個）  1,745

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個）  －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 単元株式数 100株 

新株予約権の目的となる株式の数（株）  872,500

新株予約権の行使時の払込金額（円）  387

新株予約権の行使期間 
自 平成22年７月１日 

至 平成26年６月30日 

新株予約権の行使により株式を発行する場合

の株式の発行価格及び資本組入額（円） 

発行価格       

資本組入額      （注） 

387

－

新株予約権の行使の条件 

（1）新株予約権の割当てを受けた者は、権利行使時においても、当

社または当社の子会社の取締役、監査役もしくは従業員の地位に

あることを要しない。ただし、任期満了による退任、定年退職そ

の他正当な理由のある場合に限る。 

（2）新株予約権者が死亡した場合、新株予約権者の相続人による本

新株予約権の相続は認めない。 

（3）その他新株予約権の行使の条件は、「新株予約権割当契約書」

に定める。 

新株予約権の譲渡に関する事項 
（1）本新株予約権を譲渡する時は、当社取締役会の承認を要する。 

（2）新株予約権の質入、その他一切の処分は認めない。 

代用払込みに関する事項 ――――― 

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に 

関する事項 

 組織再編に定める契約書又は計画書等に以下定める株式会社の新

株予約権を交付する旨を定めた場合には、当該組織再編の比率に応

じて、以下に定める株式会社の新株予約権を交付するものとする。 

（1）合併（当社が消滅する場合に限る。） 

合併後存続する株式会社又は合併により設立する株式会社 

（2）吸収分割 

吸収分割する株式会社がその事業に関して有する権利義務の全部又

は一部を承継する株式会社 

（3）新設分割 

新設分割により設立する株式会社 

（4）株式交換 

株式交換をする株式会社の発行済株式の全部を取得する株式会社 

（5）株式移転 

株式移転により設立する株式会社 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

（４）【ライツプランの内容】



  

 株主名簿を確認した結果、当第３四半期会計期間において、大株主の異動はありません。 

   

  

①【発行済株式】 

 （注）「完全議決権株式（その他）」欄には、証券保管振替機構名義の名義書換失念株式が100株含まれております。

また、「議決権の数」欄には、同機構名義の名義書換失念株式に係る議決権の数1個が含まれております。 

  

②【自己株式等】 

  

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】 

 （注） 最高・最低株価は、大阪証券取引所市場第一部におけるものであります。 

  

 前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。 

  

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日 
発行済株式総
数増減数 

（千株） 

発行済株式総
数残高 

（千株） 

資本金増減額
（千円） 

資本金残高
（千円） 

資本準備金増
減額（千円） 

資本準備金残
高（千円） 

平成22年10月１日～ 

平成22年12月31日 
 －  36,849  －  4,872,064  －  2,232,735

（６）【大株主の状況】

（７）【議決権の状況】

  平成22年12月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式   － － － 

議決権制限株式（自己株式等）   － － － 

議決権制限株式（その他）   － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式  4,851,400 － 単元株式数 100株 

完全議決権株式（その他） 普通株式  31,986,900  319,869 同上 

単元未満株式 普通株式  11,612 － 
１単元（100株） 

未満の株式 

発行済株式総数    36,849,912 － － 

総株主の議決権   －  319,869 － 

  平成22年12月31日現在

所有者の氏名又は
名称 

所有者の住所 
自己名義所有株
式数（株） 

他人名義所有株
式数（株） 

所有株式数の合
計（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

フジ住宅株式会社 
大阪府岸和田市土生

町１丁目４番23号 
 4,851,400  －  4,851,400  13.17

計 －  4,851,400  －  4,851,400  13.17

２【株価の推移】

月別 
平成22年 

４月 
５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月 

最高（円）  370  347  317  313  315  320  309  370  441

最低（円）  328  295  298  300  298  300  291  302  362

３【役員の状況】



１．四半期連結財務諸表の作成方法について 

 当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。 

 なお、前第３四半期連結会計期間（平成21年10月１日から平成21年12月31日まで）及び前第３四半期連結累計期間

（平成21年４月１日から平成21年12月31日まで）は、改正前の四半期連結財務諸表規則に基づき、当第３四半期連結

会計期間（平成22年10月１日から平成22年12月31日まで）及び当第３四半期連結累計期間（平成22年４月１日から平

成22年12月31日まで）は、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成しております。 

  

２．監査証明について 

 当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第３四半期連結会計期間（平成21年10月１日から

平成21年12月31日まで）及び前第３四半期連結累計期間（平成21年４月１日から平成21年12月31日まで）に係る四半

期連結財務諸表並びに当第３四半期連結会計期間（平成22年10月１日から平成22年12月31日まで）及び当第３四半期

連結累計期間（平成22年４月１日から平成22年12月31日まで）に係る四半期連結財務諸表について、有限責任監査法

人トーマツによる四半期レビューを受けております。  

  

第５【経理の状況】



１【四半期連結財務諸表】 
（１）【四半期連結貸借対照表】 

（単位：千円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成22年12月31日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成22年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 5,488,746 6,835,046

完成工事未収入金 155,797 30,888

販売用不動産 ※2  11,779,363 ※2  9,881,780

仕掛販売用不動産 ※2  8,435,585 ※2  6,203,351

開発用不動産 ※2  18,273,004 ※2  18,788,509

未成工事支出金 27,109 19,673

貯蔵品 34,637 26,267

繰延税金資産 576,217 582,064

その他 709,932 1,186,126

貸倒引当金 △45,616 △43,822

流動資産合計 45,434,778 43,509,886

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） ※1,2  2,345,141 ※1,2  2,292,275

機械装置及び運搬具（純額） ※1  1,893 ※1  8

工具、器具及び備品（純額） ※1  103,569 ※1  106,296

土地 ※2  3,583,484 ※2  3,366,055

リース資産（純額） ※1  27,810 ※1  22,227

建設仮勘定 135,850 －

有形固定資産合計 6,197,749 5,786,863

無形固定資産 10,461 17,494

投資その他の資産   

投資有価証券 433,415 553,748

長期貸付金 132,366 139,673

繰延税金資産 102,797 3,971

その他 373,704 355,828

貸倒引当金 △11,130 △5,402

投資その他の資産合計 1,031,153 1,047,819

固定資産合計 7,239,363 6,852,177

資産合計 52,674,142 50,362,063



（単位：千円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成22年12月31日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成22年３月31日) 

負債の部   

流動負債   

支払手形・工事未払金 1,892,989 1,751,411

短期借入金 9,072,100 13,365,300

1年内償還予定の社債 720,000 400,000

リース債務 8,053 5,833

未払法人税等 479,434 575,457

前受金 2,619,794 1,898,331

賞与引当金 56,056 142,300

その他 1,877,194 1,655,649

流動負債合計 16,725,621 19,794,283

固定負債   

社債 2,480,000 1,400,000

長期借入金 17,265,400 13,836,200

リース債務 21,146 17,505

再評価に係る繰延税金負債 91,323 91,323

その他 170,950 170,950

固定負債合計 20,028,820 15,515,978

負債合計 36,754,441 35,310,261

純資産の部   

株主資本   

資本金 4,872,064 4,872,064

資本剰余金 5,220,548 5,220,548

利益剰余金 7,328,674 6,566,388

自己株式 △1,457,836 △1,457,712

株主資本合計 15,963,449 15,201,289

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 △175,047 △280,785

土地再評価差額金 87,673 87,673

評価・換算差額等合計 △87,374 △193,112

新株予約権 43,625 43,625

純資産合計 15,919,700 15,051,801

負債純資産合計 52,674,142 50,362,063



（２）【四半期連結損益計算書】 
【第３四半期連結累計期間】 

（単位：千円）

前第３四半期連結累計期間 
(自 平成21年４月１日 

 至 平成21年12月31日) 

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成22年４月１日 

 至 平成22年12月31日) 

売上高 35,924,461 41,573,838

売上原価 29,737,894 34,133,705

売上総利益 6,186,566 7,440,132

販売費及び一般管理費   

販売手数料 441,320 571,886

広告宣伝費 752,814 1,007,327

販売促進費 40,385 65,601

給料及び賞与 1,421,795 1,634,845

貸倒引当金繰入額 23,051 16,859

賞与引当金繰入額 30,104 32,071

事業税 29,600 33,400

消費税等 160,190 175,529

減価償却費 53,321 71,194

賃借料 160,520 188,183

その他 1,162,247 1,453,314

販売費及び一般管理費合計 4,275,353 5,250,214

営業利益 1,911,213 2,189,918

営業外収益   

受取利息 8,663 2,377

受取配当金 12,732 10,597

受取手数料 153,443 212,187

違約金収入 15,088 26,015

その他 16,369 26,082

営業外収益合計 206,296 277,260

営業外費用   

支払利息 207,708 189,001

社債発行費 － 12,876

その他 16,304 27,628

営業外費用合計 224,013 229,505

経常利益 1,893,496 2,237,673

特別利益   

貸倒引当金戻入額 23,273 14,366

特別利益合計 23,273 14,366

特別損失   

固定資産除却損 2,789 5,693

減損損失 － 1,917

投資有価証券評価損 3,985 225,115

特別損失合計 6,774 232,727

税金等調整前四半期純利益 1,909,996 2,019,312

法人税、住民税及び事業税 684,100 933,100

法人税等調整額 108,220 △92,056

法人税等合計 792,320 841,043

少数株主損益調整前四半期純利益 － 1,178,268

少数株主利益 － －

四半期純利益 1,117,675 1,178,268



【第３四半期連結会計期間】 

（単位：千円）

前第３四半期連結会計期間 
(自 平成21年10月１日 

 至 平成21年12月31日) 

当第３四半期連結会計期間 
(自 平成22年10月１日 

 至 平成22年12月31日) 

売上高 13,148,646 14,265,593

売上原価 10,928,918 11,645,281

売上総利益 2,219,728 2,620,311

販売費及び一般管理費   

販売手数料 187,392 185,928

広告宣伝費 259,052 331,250

販売促進費 16,390 25,357

給料及び賞与 457,395 528,071

貸倒引当金繰入額 3,978 4,691

賞与引当金繰入額 30,104 32,071

事業税 9,900 11,400

消費税等 50,233 65,164

減価償却費 18,715 27,402

賃借料 53,526 65,067

その他 392,663 498,065

販売費及び一般管理費合計 1,479,352 1,774,469

営業利益 740,376 845,842

営業外収益   

受取利息 3,365 802

受取配当金 2,454 115

受取手数料 50,027 77,825

違約金収入 7,060 11,209

その他 7,194 8,934

営業外収益合計 70,102 98,886

営業外費用   

支払利息 70,416 62,648

社債発行費 － 7,730

その他 3,055 6,201

営業外費用合計 73,471 76,581

経常利益 737,006 868,147

特別利益   

貸倒引当金戻入額 5,626 2,639

特別利益合計 5,626 2,639

特別損失   

固定資産除却損 458 －

特別損失合計 458 －

税金等調整前四半期純利益 742,174 870,787

法人税、住民税及び事業税 200,100 312,000

法人税等調整額 104,214 52,396

法人税等合計 304,314 364,396

少数株主損益調整前四半期純利益 － 506,391

少数株主利益 － －

四半期純利益 437,860 506,391



（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】 

（単位：千円）

前第３四半期連結累計期間 
(自 平成21年４月１日 

 至 平成21年12月31日) 

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成22年４月１日 

 至 平成22年12月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前四半期純利益 1,909,996 2,019,312

減価償却費 147,922 169,191

社債発行費 － 12,876

有形固定資産除却損 2,789 5,693

投資有価証券評価損益（△は益） 3,985 225,115

貸倒引当金の増減額（△は減少） △10,686 7,522

賞与引当金の増減額（△は減少） △90,850 △86,244

減損損失 － 1,917

受取利息及び受取配当金 △21,395 △12,974

支払利息 207,708 189,001

売上債権の増減額（△は増加） △64,192 △124,909

たな卸資産の増減額（△は増加） △890,342 △3,630,118

その他の流動資産の増減額（△は増加） △54,968 445,853

仕入債務の増減額（△は減少） △819,749 141,577

その他債務の増減額(△は減少) △341,444 919,346

その他 5,049 6,588

小計 △16,177 289,750

利息及び配当金の受取額 21,395 12,974

利息の支払額 △199,929 △182,355

法人税等の支払額 △1,145,386 △984,340

営業活動によるキャッシュ・フロー △1,340,097 △863,971

投資活動によるキャッシュ・フロー   

有形固定資産の取得による支出 △59,143 △573,050

無形固定資産の取得による支出 △9,653 △1,000

貸付金の回収による収入 5,043 7,306

その他 41 △17,361

投資活動によるキャッシュ・フロー △63,712 △584,105

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） 737,000 △1,487,200

長期借入れによる収入 8,046,000 10,219,000

長期借入金の返済による支出 △8,016,700 △9,595,800

社債の発行による収入 － 1,587,123

社債の償還による支出 △100,000 △200,000

自己株式の取得による支出 △23 △124

リース債務の返済による支出 △3,532 △5,238

配当金の支払額 △479,984 △415,982

財務活動によるキャッシュ・フロー 182,759 101,776

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △1,221,049 △1,346,299

現金及び現金同等物の期首残高 6,547,626 6,835,046

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※  5,326,576 ※  5,488,746



  

  

  

  

当第３四半期連結累計期間（自 平成22年４月１日 至 平成22年12月31日） 

 該当事項はありません。 

  

【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

  
当第３四半期連結累計期間 
（自 平成22年４月１日 

至 平成22年12月31日） 

会計処理基準に関する事項

の変更 

（資産除去債務に関する会計基準の適用）  

 第１四半期連結会計期間より、「資産除去債務に関する会計基準」（企業会計基準第

18号 平成20年３月31日）及び「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」（企業会

計基準適用指針第21号 平成20年３月31日）を適用しております。これによる当第３四

半期連結累計期間の営業利益、経常利益及び税金等調整前四半期純利益への影響はあり

ません。 

【表示方法の変更】

当第３四半期連結累計期間 
（自 平成22年４月１日 

至 平成22年12月31日） 

（四半期連結損益計算書） 

 「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号 平成20年12月26日）に基づく「財務諸表等の用語、様

式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成21年３月24日 内閣府令第５号）の適用により、

当第３四半期連結累計期間では、「少数株主損益調整前四半期純利益」の科目で表示しております。 

当第３四半期連結会計期間 
（自 平成22年10月１日 

至 平成22年12月31日） 

（四半期連結損益計算書） 

 「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号 平成20年12月26日）に基づく「財務諸表等の用語、様

式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成21年３月24日 内閣府令第５号）の適用により、

当第３四半期連結会計期間では、「少数株主損益調整前四半期純利益」の科目で表示しております。 

【簡便な会計処理】

  
当第３四半期連結累計期間 
（自 平成22年４月１日 

至 平成22年12月31日） 

たな卸資産の評価方法  四半期連結会計期間末における通常の販売目的で保有するたな卸資産の簿価切下げ

に関し、収益性の低下が明らかなものについてのみを正味売却可能価額を見積り、簿

価切下げを行う方法によっております。 

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】



  

  

【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

当第３四半期連結会計期間末 
（平成22年12月31日） 

前連結会計年度末 
（平成22年３月31日） 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 ※１ 有形固定資産の減価償却累計額 

  3,529,711 千円   3,390,106 千円

※２ 担保資産 

 担保に供している資産は次のとおりであります。 

※２ 担保資産 

 担保に供している資産は次のとおりであります。 

    千円

販売用不動産 

仕掛販売用不動産  

開発用不動産  

501,177

2,713,783

14,424,925

  

建物及び構築物 1,217,146  

土地 2,077,146  

計 20,934,179  

    千円

販売用不動産 

仕掛販売用不動産 

開発用不動産  

694,118

1,650,691

15,932,532

  

建物及び構築物 1,258,359  

土地 2,079,064  

計 21,614,764  

 ３ 保証債務  ３ 保証債務 

顧客の住宅つなぎローンに対す

る保証 
808,450 千円

顧客の住宅つなぎローンに対す

る保証 
1,353,110 千円

 （当社の分譲住宅引渡し時点において、顧客の住宅

ローンに係るつなぎローン資金を受領しております。

物件の引渡し後、顧客が住所移転を完了し、物件の所

有権移転が行われ、その後融資金融機関が抵当権の設

定、住宅ローンの実行をするまでの期間（平均45日程

度）、当該つなぎローンの融資金融機関に対し、連帯

保証を行っております。） 

 （当社の分譲住宅引渡し時点において、顧客の住宅

ローンに係るつなぎローン資金を受領しております。

物件の引渡し後、顧客が住所移転を完了し、物件の所

有権移転が行われ、その後融資金融機関が抵当権の設

定、住宅ローンの実行をするまでの期間（平均40日程

度）、当該つなぎローンの融資金融機関に対し、連帯

保証を行っております。） 

 ４ コミットメントライン契約 

 当社においては、運転資金の効率的な調達を行うた

め、取引銀行２行とコミットメントライン契約（特定

融資枠契約）を締結しております。この契約に基づく

当第３四半期連結会計期間末の借入未実行残高は次の

とおりであります。 

 ４ コミットメントライン契約 

 当社においては、運転資金の効率的な調達を行うた

め、取引銀行２行とコミットメントライン契約（特定

融資枠契約）を締結しております。この契約に基づく

当連結会計年度末の借入未実行残高は次のとおりであ

ります。 

    千円

コミットメントラインの総額 2,000,000  

借入実行残高 2,000,000  

差引額 －  

    千円

コミットメントラインの総額 2,000,000  

借入実行残高 600,000  

差引額 1,400,000  

（四半期連結損益計算書関係）

前第３四半期連結累計期間 
（自 平成21年４月１日 

至 平成21年12月31日） 

当第３四半期連結累計期間 
（自 平成22年４月１日 

至 平成22年12月31日） 

 当社が属する不動産業界におきましては、一般に、

マンション・住宅等の引渡し(売上計上)時期は第４四

半期、特に３月に集中する傾向があります。当社グル

ープは、不動産販売事業における戸建住宅を中心とし

た引渡し時期の平準化に努めており、平成22年３月期

におきましては、当第３四半期連結累計期間実績の年

間売上予想に対する実績進捗率は76.4％となり、ほぼ

年間売上予想の４分の３に相当する売上実績となりま

した。 

 当社が属する不動産業界におきましては、一般に、

マンション・住宅等の引渡し(売上計上)時期は第４四

半期、特に３月に集中する傾向があります。当社グル

ープは、不動産販売事業における戸建住宅を中心とし

た引渡し時期の平準化に努めており、平成23年３月期

におきましては、当第３四半期連結累計期間実績の年

間売上予想に対する実績進捗率は ％となりまし

た。 

70.1



  

  

当第３四半期連結会計期間末（平成22年12月31日）及び当第３四半期連結累計期間（自 平成22年４月１日 至

平成22年12月31日） 

１．発行済株式の種類及び総数 

  

２．自己株式の種類及び株式数 

  

３．新株予約権等に関する事項 

 ストック・オプションとしての新株予約権 

  

４．配当に関する事項 

（1）配当金支払額 

（2）基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期間

末後となるもの 

該当事項はありません。 

  

前第３四半期連結会計期間 
（自 平成21年10月１日 

至 平成21年12月31日） 

当第３四半期連結会計期間 
（自 平成22年10月１日 

至 平成22年12月31日） 

 当社が属する不動産業界におきましては、一般に、

マンション・住宅等の引渡し(売上計上)時期は第４四

半期、特に３月に集中する傾向があります。当社グル

ープは、不動産販売事業における戸建住宅を中心とし

た引渡し時期の平準化に努めており、平成22年３月期

におきましては、当第３四半期連結会計期間実績の年

間売上予想に対する実績進捗率は28.0％となり、ほぼ

年間売上予想の４分の１に相当する売上実績となりま

した。 

 当社が属する不動産業界におきましては、一般に、

マンション・住宅等の引渡し(売上計上)時期は第４四

半期、特に３月に集中する傾向があります。当社グル

ープは、不動産販売事業における戸建住宅を中心とし

た引渡し時期の平準化に努めており、平成23年３月期

におきましては、当第３四半期連結会計期間実績の年

間売上予想に対する実績進捗率は ％となり、ほぼ

年間売上予想の４分の１に相当する売上実績となりま

した。 

24.1

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前第３四半期連結累計期間 
（自 平成21年４月１日 

至 平成21年12月31日） 

当第３四半期連結累計期間 
（自 平成22年４月１日 

至 平成22年12月31日） 

※ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸

借対照表に掲記されている科目の金額との関係 

※ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸

借対照表に掲記されている科目の金額との関係 

（平成21年12月31日現在） （平成22年12月31日現在） 

    千円

現金及び預金勘定 5,326,576  

現金及び現金同等物 5,326,576  

    千円

現金及び預金勘定 5,488,746  

現金及び現金同等物 5,488,746  

（株主資本等関係）

普通株式 千株36,849

普通株式 千株4,851

新株予約権の四半期連結会計期間末残高 提出会社 43,625千円

（決議） 株式の種類 配当金の総額
１株当たり 

配当額 
基準日 効力発生日 配当の原資 

平成22年６月23日 

定時株主総会 
普通株式 千円 191,992 ６円 平成22年３月31日 平成22年６月24日 利益剰余金 

平成22年10月29日 

取締役会 
普通株式 千円 223,990 ７円 平成22年９月30日 平成22年11月26日 利益剰余金 



前第３四半期連結会計期間（自 平成21年10月１日 至 平成21年12月31日） 

  

前第３四半期連結累計期間（自 平成21年４月１日 至 平成21年12月31日） 

（注）１．事業区分は、売上集計区分によっております。 

 不動産販売事業セグメント（戸建住宅、分譲マンション、中古住宅、土地、定期借地権付分譲住宅及び個人投

資家向け一棟売り賃貸マンションの販売）、土地有効活用事業セグメント（賃貸マンション等請負工事）、賃貸

及び管理事業セグメント（不動産の賃貸及び管理）、その他事業セグメント（不動産仲介及びその他の手数料収

入）の区分によっております。 

２．会計処理の方法の変更 

前第３四半期連結会計期間及び前第３四半期連結累計期間 

（工事契約に関する会計基準）  

 「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」に記載のとおり、請負工事に係る収益

の計上基準については、従来、工事完成基準を適用しておりましたが、「工事契約に関する会計基準」（企業

会計基準第15号 平成19年12月27日）及び「工事契約に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針

第18号 平成19年12月27日）が適用されたことに伴い、第１四半期連結会計期間に着手した工事契約から、進

捗部分について成果の確実性が認められる工事（工期がごく短期間のもの等を除く）については工事進行基準

（工事の進捗率の見積りは原価比例法）を、その他の工事については、工事完成基準を適用しております。こ

の変更により、当第３四半期連結会計期間において、不動産販売事業（個人投資家向け一棟売り賃貸マンショ

ンの請負工事）の売上高が2,230千円、営業利益が726千円増加し、土地有効活用事業の売上高が141,857千

円、営業利益が32,596千円増加しております。また、当第３四半期連結累計期間において、不動産販売事業

（個人投資家向け一棟売り賃貸マンションの請負工事）の売上高が3,573千円、営業利益が1,087千円増加し、

土地有効活用事業の売上高が394,334千円、営業利益が112,140千円増加しております。 

  

前第３四半期連結会計期間（自 平成21年10月１日 至 平成21年12月31日）及び前第３四半期連結累計期間

（自 平成21年４月１日 至 平成21年12月31日） 

 本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び在外支店がないため、該当事項はありません。 

  

前第３四半期連結会計期間（自 平成21年10月１日 至 平成21年12月31日）及び前第３四半期連結累計期間

（自 平成21年４月１日 至 平成21年12月31日） 

 海外売上高がないため、該当事項はありません。 

  

（セグメント情報等）

【事業の種類別セグメント情報】

  
不動産販売事業

（千円） 
土地有効活用
事業（千円） 

賃貸及び管理
事業（千円） 

その他事業
（千円） 計（千円）

消去又は全社 
（千円） 連結（千円）

売上高 9,297,128  2,077,155 1,687,980 86,381 13,148,646  － 13,148,646

営業利益 356,721  473,325 82,496 15,793 928,337 (187,961) 740,376

  
不動産販売事業

（千円） 
土地有効活用
事業（千円） 

賃貸及び管理
事業（千円） 

その他事業
（千円） 計（千円）

消去又は全社 
（千円） 連結（千円）

売上高 27,160,353  3,485,129 5,048,597 230,379 35,924,461  － 35,924,461

営業利益 1,413,810  711,512 276,985 35,922 2,438,230 (527,016) 1,911,213

【所在地別セグメント情報】

【海外売上高】



１．報告セグメントの概要  

 当第３四半期連結累計期間（自平成22年４月１日 至平成22年12月31日）及び当第３四半期連結会計期間

（自平成22年10月１日 至平成22年12月31日） 

 当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会が、経営

資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであります。 

 当社は、営業部門ごとに取り扱う商品・サービスについて包括的な戦略を立案し、事業活動を展開しており

ます。 

したがって、当社は、営業部門を基礎とした商品・サービス別のセグメントから構成されており、「分譲住

宅事業」、「住宅流通事業」、「土地有効活用事業」、「賃貸及び管理事業」及び「注文住宅事業」の５つを

報告セグメントとしております。 

「分譲住宅事業」は、戸建住宅の自由設計住宅の販売を行っております。「住宅流通事業」は、中古住宅、

建売住宅、土地の販売及び不動産の仲介を行っております。「土地有効活用事業」は、土地所有者が保有する

遊休地に木造賃貸アパートや高齢者専用賃貸住宅等の賃貸住宅の請負工事及び個人投資家向け一棟売賃貸マン

ションの販売を行っております。「賃貸及び管理事業」は、不動産の賃貸及び管理を行っております。「注文

住宅事業」は、注文住宅及びリフォームの請負工事を行っております。 

  

２．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報  

 当第３四半期連結累計期間（自平成22年４月１日 至平成22年12月31日） 

  

 当第３四半期連結会計期間（自平成22年10月１日 至平成22年12月31日） 

  

【セグメント情報】

  （単位：千円）

  
報告セグメント

合計

分譲住宅 住宅流通 土地有効活用 賃貸及び管理 注文住宅 

売上高             

外部顧客への売上高  16,096,820    15,032,990  4,878,623  5,415,014  150,389  41,573,838

セグメント間の内部 
売上高又は振替高 

 －  －  －  －  －  －

計  16,096,820  15,032,990  4,878,623  5,415,014  150,389  41,573,838

セグメント利益  820,253  962,548  741,063  236,880  13,950  2,774,696

  （単位：千円）

  
報告セグメント

合計

分譲住宅 住宅流通 土地有効活用 賃貸及び管理 注文住宅 

売上高             

外部顧客への売上高  5,755,117    5,256,152  1,338,758  1,834,966  80,599  14,265,593

セグメント間の内部 
売上高又は振替高 

 －  －  －  －  －  －

計  5,755,117  5,256,152  1,338,758  1,834,966  80,599  14,265,593

セグメント利益  409,876  311,920  180,851  127,943  3,036  1,033,628



３．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の主な

内容（差異調整に関する事項）  

 当第３四半期連結累計期間（自平成22年４月１日 至平成22年12月31日） 

 当第３四半期連結会計期間（自平成22年10月１日 至平成22年12月31日） 

 （注）全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。  

４．報告セグメントの変更等に関する事項  

 当第３四半期連結累計期間（自平成22年４月１日 至平成22年12月31日） 

従来、「その他」区分に含めておりました報告セグメントの「注文住宅事業」は、平成22年10月１日付の

組織改編により、当第３四半期連結会計期間より新たな報告セグメントとなりました。 

  

５．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報  

 当第３四半期連結会計期間（自平成22年10月１日 至平成22年12月31日） 

 該当事項はありません。 

  

（追加情報） 

第１四半期連結会計期間より、「セグメント情報等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第17号 平成

21年３月27日）及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第20号

平成20年３月21日）を適用しております。 

当第３四半期連結会計期間末（平成22年12月31日） 

 該当事項はありません。 

  

当第３四半期連結会計期間末（平成22年12月31日） 

 該当事項はありません。 

  

当第３四半期連結会計期間末（平成22年12月31日） 

 該当事項はありません。 

  

当第３四半期連結会計期間（自 平成22年10月１日 至 平成22年12月31日） 

 該当事項はありません。  

  

当第３四半期連結会計期間末（平成22年12月31日） 

 該当事項はありません。  

  （単位：千円）

利益 金額   

報告セグメント計  2,774,696

セグメント間取引消去  44,000

全社費用（注）  △628,778

四半期連結損益計算書の営業利益  2,189,918

  （単位：千円）

利益 金額   

報告セグメント計  1,033,628

セグメント間取引消去  16,800

全社費用（注）  △204,586

四半期連結損益計算書の営業利益  845,842

（金融商品関係）

（有価証券関係）

（デリバティブ取引関係）

（ストック・オプション等関係）

（賃貸等不動産関係）



１．１株当たり純資産額 

  

２．１株当たり四半期純利益金額等 

 （注） １株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  

 （注） １株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  

（１株当たり情報）

当第３四半期連結会計期間末 
（平成22年12月31日） 

前連結会計年度末 
（平成22年３月31日） 

１株当たり純資産額 496.15 円 １株当たり純資産額 469.02 円

前第３四半期連結累計期間 
（自 平成21年４月１日 

至 平成21年12月31日） 

当第３四半期連結累計期間 
（自 平成22年４月１日 

至 平成22年12月31日） 

 なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額に

ついては、希薄化効果を有している潜在株式が存在しな

いため記載しておりません。 

１株当たり四半期純利益金額 34.93 円

 なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額に

ついては、希薄化効果を有している潜在株式が存在しな

いため記載しておりません。 

１株当たり四半期純利益金額 36.82 円

  
前第３四半期連結累計期間 
（自 平成21年４月１日 

至 平成21年12月31日） 

当第３四半期連結累計期間 
（自 平成22年４月１日 

至 平成22年12月31日） 

四半期純利益（千円）  1,117,675  1,178,268

普通株主に帰属しない金額（千円）  －  －

普通株式に係る四半期純利益（千円）  1,117,675  1,178,268

期中平均株式数（千株）  31,998  31,998

前第３四半期連結会計期間 
（自 平成21年10月１日 

至 平成21年12月31日） 

当第３四半期連結会計期間 
（自 平成22年10月１日 

至 平成22年12月31日） 

 なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額に

ついては、希薄化効果を有している潜在株式が存在しな

いため記載しておりません。 

１株当たり四半期純利益金額 13.68 円

 なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額に

ついては、希薄化効果を有している潜在株式が存在しな

いため記載しておりません。 

１株当たり四半期純利益金額 15.83 円

  
前第３四半期連結会計期間 
（自 平成21年10月１日 

至 平成21年12月31日） 

当第３四半期連結会計期間 
（自 平成22年10月１日 

至 平成22年12月31日） 

四半期純利益（千円）  437,860  506,391

普通株主に帰属しない金額（千円）  －  －

普通株式に係る四半期純利益（千円）  437,860  506,391

期中平均株式数（千株）  31,998  31,998



該当事項はありません。 

  

当第３四半期連結会計期間（自 平成22年10月１日 至 平成22年12月31日） 

  該当事項はありません。 

  

平成22年10月29日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。 

(イ）中間配当による配当金の総額……………………223,990千円 

(ロ）１株当たりの金額…………………………………7円00銭 

(ハ）支払請求の効力発生日及び支払開始日…………平成22年11月26日 

 （注） 平成22年９月30日現在の株主名簿に記載又は記録された株主に対し、支払いを行います。 

  

（重要な後発事象）

（リース取引関係）

２【その他】



 該当事項はありません。 

  

第二部【提出会社の保証会社等の情報】



  

  

  

  

  

  

  

  

  独立監査人の四半期レビュー報告書   

    平成22年１月27日 

フジ住宅株式会社     

  取締役会 御中   

  有限責任監査法人トーマツ   

  
指定有限責任社員
業務執行社員   公認会計士 川﨑 洋文  印 

  
指定有限責任社員
業務執行社員   公認会計士 美馬 和実  印 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているフジ住宅株式会

社の平成21年４月１日から平成22年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（平成21年10月１日から平成

21年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成21年４月１日から平成21年12月31日まで）に係る四半期連結財務

諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半

期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連

結財務諸表に対する結論を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析

的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠

して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。 

 当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、フジ住宅株式会社及び連結子会社の平成21年12月31日現在の財政状

態、同日をもって終了する第３四半期連結会計期間及び第３四半期連結累計期間の経営成績並びに第３四半期連結累計期

間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかっ

た。 

  

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が四半期連結財務諸表に添付する形で別途保管しております。 

２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。 



  

  

  

  

  

  

  

  

  独立監査人の四半期レビュー報告書   

    平成23年１月31日 

フジ住宅株式会社     

  取締役会 御中   

  有限責任監査法人トーマツ   

  
指定有限責任社員
業務執行社員   公認会計士 川﨑 洋文  印 

  
指定有限責任社員
業務執行社員   公認会計士 美馬 和実  印 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているフジ住宅株式会

社の平成22年４月１日から平成23年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（平成22年10月１日から平成

22年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成22年４月１日から平成22年12月31日まで）に係る四半期連結財務

諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半

期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連

結財務諸表に対する結論を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析

的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠

して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。 

 当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、フジ住宅株式会社及び連結子会社の平成22年12月31日現在の財政状

態、同日をもって終了する第３四半期連結会計期間及び第３四半期連結累計期間の経営成績並びに第３四半期連結累計期

間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかっ

た。 

  

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が四半期連結財務諸表に添付する形で別途保管しております。 

２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。 
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